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伊勢市火災調査規程を次のように定める。

令和３年１月 29 日

伊勢市消防長 中 芝 育 史
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伊勢市消防本部訓令第１号

伊勢市火災調査規程

伊勢市火災原因損害調査規程（平成17年伊勢市消防本部訓令第15号）の

全部を改正する。

目次

第１章 総則（第１条―第13条）

第２章 調査体制（第14条―第17条）

第３章 火災原因調査（第18条―第34条）

第４章 火災損害調査（第35条―第37条）

第５章 報告（第38条―第41条）

第６章 震災時の火災調査（第42条）

第７章 り災証明（第43条）

第８章 雑則（第44条）

附則

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この訓令は、消防法（昭和23年法律第186号。以下「法」という。）

第７章の規定に基づく火災の調査について、必要な事項を定めるものと

する。

（調査の目的）

第２条 調査は、火災の原因及び火災により受けた損害を明らかにして、

将来の火災予防対策及び警防対策を推進するために必要な資料を収集す

ることを目的とする。

（用語の定義）

第３条 この訓令において使用する用語の意義は、法において使用する用

語の例によるほか、次に定めるところによる。
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(1) 火災 人の意図に反して発生し、若しくは拡大し、又は放火により

発生して消火の必要がある燃焼現象であって、これを消火するために

消火施設又はこれと同程度の効果のあるものの利用を必要とするもの

又は人の意図に反して発生し、若しくは拡大した爆発現象をいう。

(2) 爆発現象 化学的変化による燃焼の１つの形態であり、急速に進行

する化学反応によって多量のガス及び熱を発生し、爆鳴、火炎及び破

壊作用を伴う現象をいう。

(3) 調査 火災現場から火災予防を主とする消防行政施策の資料を収集

し、及び活用するための質問、実況見分、鑑識、鑑定、実験、照会等

の一連の行動をいう。

(4) 鑑識 火災の原因及び損害の判定のため、専門的な知識、技術、経

験及び機器を活用し、総合的な見地から具体的な事実関係を明らかに

することをいう。

(5) 鑑定 火災に関わる物件の形状、構造、材質、成分、性質及びこれ

らに関連する現象について、科学技術的手法により、必要な試験及び

実験を行い、その結果を基に火災原因の判定のための資料を得ること

をいう。

(6) 調査員 調査に従事する消防職員をいう。

（調査の区分及び範囲）

第４条 調査は、火災原因調査及び火災損害調査に区分し、その範囲は、

次に掲げるとおりとする。

(1) 火災原因調査

ア 出火原因 火災の発生経過及び出火箇所

イ 発見、通報及び初期消火状況 発見の動機、通報及び初期消火の

一連の行動経過

ウ 延焼状況 火災の延焼経路、延焼拡大要因等
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エ 避難状況 避難経路、避難上の支障要因等

オ 消防用設備等及び特殊消防用設備等の状況 設置、使用、作動等

の状況

(2) 火災損害調査

ア 人的被害の状況 火災による死傷者、り災世帯、り災人員等の人

的な被害の状況及びその発生状況

イ 物的損害の状況 火災による焼き、消火、爆発等による物的な損

害の状況

ウ 損害額の評価等 火災により、受けた物的な損害の評価及び火災

保険等の状況

（火災の損害）

第５条 火災の損害は、次の各号に掲げるとおり区分し、その内容は、当

該各号に定めるとおりとする。

(1) 焼き損害 火災によって焼けた物、熱によって炭化し、溶融し、若

しくは破損した物又は火災の煙による損害

(2) 爆発損害 爆発現象により受けた物件の破損、汚損、倒壊等の損害

(3) 消火損害 消火活動によって受けた水損、破損、汚損等の損害

(4) その他の損害 火災により生じた損害のうち前３号に掲げるもの以

外のもの

（火災による死傷者）

第６条 火災による死傷者は、火災及び消火活動、避難行動その他の行動

等により、火災現場において火災に直接起因して死亡し、又は負傷した

者とする。

２ 火災により負傷した者が受傷後48時間以内に死亡したときは、火災に

よる死者とする。

３ 火災による負傷者のうち、受傷後48時間を経過して30日以内に死亡し
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た者については、30日死者とする。

４ 負傷の程度は、重症、中等症及び軽症に区分し、その基準は、救急事

故等報告要領（昭和39年５月４日自消甲教発第18号消防庁長官通知）に

基づくものとする。

（火災件数）

第７条 火災の件数は、１つの出火点から拡大したもので、出火から鎮火

までを１件とする。

（火災の種別）

第８条 火災の種別は、次の各号に掲げるとおり区分し、その内容は、当

該各号に定めるとおりとする。

(1) 建物火災 建物又はその収容物が焼損した火災

(2) 林野火災 森林、原野又は牧野が焼損した火災

(3) 車両火災 自動車車両、鉄道車両若しくは被けん引車又はこれらの

積載物が焼損した火災

(4) 船舶火災 船舶又はその積載物が焼損した火災

(5) 航空機火災 航空機又はその積載物が焼損した火災

(6) その他の火災 前各号に該当しない火災

２ 前項各号の火災が複合する場合の火災の種別は、焼き損害額の大きな

ものによる。ただし、その態様により焼き損害額の大きなものの種別に

よることが社会通念上適当でないと認められるときは、この限りでない。

（焼損程度）

第９条 建物の焼損程度は、１棟ごとに次の各号に掲げるとおり区分し、

その内容は、当該各号に定めるとおりとする。

(1) 全焼 建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額の70パーセント以

上のもの又はこれ未満であっても残存部分に補修を加えて再使用でき

ないもの
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(2) 半焼 建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額の20パーセント以

上のもので全焼に該当しないもの

(3) 部分焼 建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額の20パーセント

未満のものでぼやに該当しないもの

(4) ぼや 建物の焼き損害額が火災前の建物の評価額の10パーセント未

満であり、かつ、焼損床面積若しくは焼損表面積が１平方メートル未

満のもの又は収容物のみ焼損したもの

（焼損面積等の算定）

第10条 建物の焼損面積は、焼損床面積及び焼損表面積に区分して算定す

るものとする。

２ 前項の規定は、水損、破損及び汚損の場合について準用する。

（出火日時の決定）

第11条 出火日時の決定は、火災現場の実況見分における焼損状況、関係

者の火災発見状況、覚知した時刻及び消防対象物の構造、材質、状態並

びに火気取扱い等の状況を総合的に検討し、合理的な日時とする。

（り災程度）

第12条 世帯のり災程度は、１世帯ごとに次の各号に掲げるとおり区分し、

その内容は、当該各号に定めるとおりとする。

(1) 全損 建物（収容物を含む。以下この条において同じ。）の火災損

害額がり災前の建物の評価額の70パーセント以上のもの

(2) 半損 建物の火災損害額がり災前の建物の評価額の20パーセント以

上で全損に該当しないもの

(3) 小損 建物の火災損害額がり災前の建物の評価額の20パーセント未

満のもの

（火元者）

第13条 火元者とは、出火した消防対象物の占有者、管理者又は所有者を
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いい、決定の方法については、別に定める。

第２章 調査体制

（調査の主体）

第14条 調査の主体は、消防署長（以下「署長」という。）とする。ただ

し、火災の種別、規模等に応じ、消防長が必要と認めるときは、調査の

主体は、消防長とする。

（調査員の指名）

第15条 署長（消防長が必要と認める場合は、消防長）は、署所（消防署、

分署又は出張所をいう。）の職員を調査員に指名するものとする。

２ 消防長は、その主体となる調査については、消防本部予防課職員を調

査員に指名するものとする。ただし、必要があると認めた場合は、他の

消防本部職員を調査員に指名することができる。

（調査の時期）

第16条 消防長又は署長は、火災の覚知と同時に調査に着手し、火災時及

び鎮火後にわたって行わなければならない。

（調査の協力）

第17条 消防長及び署長は、調査に関し相互に協力して、円滑な調査の執

行に努めるものとする。

（調査員の心得）

第18条 調査員は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

(1) 調査員は、調査上必要な知識を習得し、調査技術の向上に努めるこ

と。

(2) 調査員は、調査員等相互の連絡調整を図り、調査全体の進行を円滑

に行うように努めること。

(3) 調査員は、調査に際し関係者の民事的紛争に関与しないように努め

るとともに、個人の自由及び権利を不当に侵害し、並びに調査上知り

8



得た情報を他に漏らさないこと。

(4) 調査員の調査現場その他関係のある場所への立入りは、原則として

関係者の立会いを得ること。

(5) 警察機関その他の関係機関と緊密な連絡をとり、互いに協力して調

査を進めること。

第３章 火災原因調査

（調査の原則）

第19条 調査は、物的証拠を主体とし、関係者等の供述に基づいて検討を

加え、科学的方法による合理的な事実の解明を図らなければならない。

（現場保存）

第20条 消火活動を実施する職員は、消火活動をするに当たって物を移動

し、又は破壊するときは、努めて原状が変化することのないように処置

するとともに、調査のため必要な措置を講じて現場保存に努めるものと

する。

２ 指揮隊長（伊勢市警防規程（令和２年伊勢市消防本部訓令第１号）第

２条第６号に規定する指揮隊長をいう。）は、消火活動が終了したとき

は、次に定めるところにより現場保存の措置を講ずるものとする。ただ

し、火災の状況等によりその必要がないと認めるとき又は警察機関その

他の関係機関によって現場保存がなされているときは、この限りでない。

(1) 警察機関との協議により現場保存の区域を決定すること。

(2) 現場保存の区域は、必要最低限度の範囲にとどめ、テープ等で表示

すること。

(3) 現場保存の区域には、関係者であってもみだりに出入りさせないこ

と。

（死傷者）

第21条 消防長又は署長は、火災現場において死者を発見した場合は、所
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轄警察署長に通報し、必要な措置を講じなければならない。

２ 消防長又は署長は、火災による死傷者が発生したときは、その状況を

調査するものとする。

３ 消防長又は署長は、前項の規定による調査を行ったときは、死者調査

書（様式第１号）及び負傷者調査書（様式第２号）を作成するものとす

る。

（火災出動時の見分）

第22条 火災に出動した職員は、消防活動を通じて火災状況を見分するも

のとする。

２ 職員は、前項の規定による見分を行ったときは、必要に応じ、火災出

動時における見分調書（様式第３号）を作成するものとする。

（実況見分）

第23条 調査員は、火災現場を見分するとともに、火災の原因の判定に必

要な資料の収集に努めなければならない。

２ 前項の規定による見分及び資料の収集は、原則として関係者の立会い

の下に行わなければならない。

３ 調査員は、第１項の規定による見分を行ったときは、必要に応じ、実

況見分調書（様式第４号）を作成するものとする。

（写真及び図面）

第24条 前条第１項の規定による見分を行うに当たっては、火災現場及び

見分の内容を明確にするため、写真及び図面により記録を行うものとす

る。

２ 前項の写真は、写真貼付台紙（様式第５号）に貼付し、必要に応じて

説明を記入するものとする。

（復元図）

第25条 調査員は、実況見分及び関係者に対する質問等により知り得た事
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実を基礎として火災現場の復元図を発火点付近復元図（様式第６号）に

より作成するものとする。ただし、写真により、り災前の状況が明らか

であるとき等火災の状況に応じて復元図を必要としないと判断されると

きは、この限りでない。

（質問）

第26条 調査員は、関係者に質問し、原因の判定の資料となる事実の把握

に努めなければならない。

２ 前項の規定による質問は、場所、時間等に配慮するほか、強制的な手

段及び供述の誘導を避け、関係者の任意の供述を得るように努めなけれ

ばならない。

（質問調書）

第27条 調査員は、前条の規定による質問により知り得た内容のうち、原

因の判定に必要であると認めるものについては、質問調書（様式第７号）

によりその供述を記録するものとする。

２ 調査員は、前項の規定により関係者からの供述を記録した場合は、当

該関係者に閲覧させ、又は読み聞かせ、当該関係者が記載事項に誤りの

ないことを認めたときは、質問調書に署名を求めるものとする。この場

合において、当該関係者が署名を拒否したときは、調査員は、その旨を

質問調書に記載しておかなければならない。

（児童等に対する質問等）

第28条 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第４条第１項に規定する児童、

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第４条に規定する身体障害者

及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）

第５条に規定する精神障害者（以下これらを「児童等」という。）の関

係する火災で、第26条に規定する質問を児童等に行う場合は、保護者又

はこれに準ずる者（以下「保護者等」という。）の立会いの下に行うも
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のとする。ただし、保護者等を立ち会わせることで、真実の供述を得ら

れないおそれがあるときは、この限りでない。

２ 前項の質問を行うに当たっては、児童等の心情を考慮し、充分な理解

をもって当たらなければならない。

３ 児童等は、火災現場の見分に立ち会わせてはならない。ただし、年齢、

心情その他諸般の事情により支障がないと認められるときは、この限り

でない。

４ 児童等の供述を記録した質問調書には、立ち会った保護者等の署名を

求めるものとする。

５ 前条第２項の規定は、前項の場合について準用する。

（照会）

第29条 消防長又は署長は、必要があると認める場合は、関係機関に対し

火災調査関係事項照会書（様式第８号）により必要な事項の通報を求め、

又は照会することができる。

（資料提出等）

第30条 消防長又は署長は、調査のため必要があると認める場合は、関係

者又は火災の原因である疑いがあると認められる製品を製造し、若しく

は輸入した者に対し、任意で必要な資料の提出又は報告を求めるものと

する。

２ 消防長又は署長は、前項の規定による資料の提出があったときは、資

料提出承諾書（様式第９号）の提出を求めるものとする。

３ 消防長は、第１項の規定によっては資料の提出又は報告が困難と認め

る場合は、火災の原因である疑いがあると認められる製品を製造し又は

輸入した者にあっては法第32条第１項の規定に基づき、関係者にあって

は法第34条第１項の規定に基づき、資料提出命令書（様式第10号）又は

報告徴収書（様式第11号）により資料の提出を命じ、又は報告を求める
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ものとする。

（資料の保管及び返却）

第31条 消防長又は署長は、前条の規定による資料の提出があったときは、

提出者に対し、資料保管書（様式第12号）を交付しなければならない。

２ 資料の保管に関しては、保管品台帳（様式第13号）に記載してこれを

保管しておかなければならない。

３ 消防長又は署長は、調査が終了したときは、努めて資料を関係者に返

却するものとする。この場合、資料を返却するときは、資料保管書（様

式第12号）と引換えに行うものとする。

（資料の鑑識、鑑定及び実験）

第32条 調査員は、火災の原因及び経過等を追求するため、必要に応じ、

火災に関係すると考えられる資料について、鑑識、鑑定及び実験（以下

「鑑識等」という。）を行うものとする。

２ 調査員は、前項の規定により鑑識等を実施した場合は、必要に応じて

鑑識見分調書（様式第14号）、鑑定結果調書（様式第15号）又は実験結

果調書（様式第16号）を作成し、写真は、写真貼付台紙（様式第５号）

に貼付し、必要に応じて説明を記入するものとする。

３ 消防長又は署長は、第30条の規定により提出された資料の鑑識等を他

機関等に依頼する必要がある場合は、鑑識等依頼書（様式第17号）又は

依頼先の定める様式により行うものとする。

（原因の判定）

第33条 火災の原因の判定は、火災の実況見分、質問その他の関係資料等

を総合的に検討して、判定するものとし、その立証に当たっては物的調

査による資料を基礎とし、人的調査による資料により裏付けるものとす

る。

２ 調査員は、前項の規定により火災の原因を判定したときは、火災原因
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判定書（様式第18号）を作成しなければならない。ただし、火災の種別、

規模等によって火災調査報告書（様式第19号）に記載することにより、

これに代えることができる。

３ 前項に規定する火災原因判定書には、原因判定の理由及びその経過を

系統的かつ明確に記載しなければならない。

（防火管理等調査書）

第34条 調査員は、火災予防上防火管理等に関する事項を調査する必要が

あるときは、防火管理等調査書（様式第20号）を作成するものとする。

第４章 火災損害調査

（火災損害調査）

第35条 火災損害調査は、り災物件を詳細に調査し、正確な損害の把握に

努めなければならない。

（火災損害届出書）

第36条 消防長又は署長は、火災損害調査のため必要があるときは、り災

関係者に対し、り災損害届出書（様式第21号から様式第23号まで）の提

出を求めるものとする。

（損害額の算定）

第37条 損害額の算定基準は、原則として、火災報告取扱要領（平成６年

４月21日消防災第100号）に基づき算出するものとする。

２ 調査員は、前項の規定により算定した損害額を基に、損害明細書（様

式第24号）を作成するものとする。

第５章 報告

（火災概要報告）

第38条 調査員は、火災の鎮火後、その概要を火災調査概要報告書（様式

第25号）により、速やかに消防長に報告するものとする。

（調査結果報告）
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第39条 調査員は、調査の結果を火災調査報告書（様式第19号）に次に掲

げる書類を添付して、消防長に報告するものとする。

(1) 火災原因判定書（様式第18号）

(2) 火災出動時における見分調書（様式第３号）

(3) 実況見分調書（様式第４号）

(4) 鑑識見分調書（様式第14号）

(5) 鑑定結果調書（様式第15号）

(6) 実験結果調書（様式第16号）

(7) 質問調書（様式第７号）

(8) 付近見取図、現場配置図、損害状況図等各種図面

(9) 発火点付近復元図（様式第６号）

(10) 防火管理等調査書（様式第20号）

(11) 写真貼付台紙（様式第５号）

(12) 損害明細書（様式第24号）

(13) 不動産り災損害届出書（様式第21号）

(14) 動産り災損害届出書（様式第22号）

(15) 車両・船舶・航空機り災損害届出書（様式第23号）

(16) 死者調査書（様式第１号）

(17) 負傷者調査書（様式第２号）

(18) その他原因調査及び損害調査上必要な書類

（調査書類の作成基準）

第40条 前条に規定する書類は、次の各号に掲げる火災の程度及び種別に

応じて作成するものとする。

(1) その他の火災のうち、次の全てに該当するもの

ア 火災による死傷者が発生しないもの

イ 損害額が計上されないもの
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ウ 鑑識等を実施する必要のないもの

(2) 建物火災（ぼやに限る。）、林野火災、車両火災及びその他の火災

（前号の火災を除く。）で、損害額が計上されないもの

(3) 前２号に掲げる火災以外の火災及び消防長が必要と認める火災

２ 前項の規定による書類の作成は、別表の基準によるものとする。

（報告期限）

第41条 第39条の規定による報告は、次の各号に掲げる火災の区分に応じ、

火災を覚知した日から起算して、当該各号に定める期日までに行うもの

とする。

(1) 前条第１項第１号及び第２号に掲げる区分による火災 30日

(2) 前条第１項第３号に掲げる区分による火災 60日

２ 調査員は、前項に規定する報告期限内に報告することが困難と予想さ

れる場合は、消防長にその旨及び理由を報告するものとする。

第６章 震災時の火災調査

（震災時の火災調査）

第42条 消防長は、地震の発生による災害対策本部が設置されてから解除

されるまでの期間に発生した火災の調査に対し、組織的な火災調査体制

の整備に努めるものとする。

２ 震災に伴う火災の調査活動については、警防活動（伊勢市警防規程第

２条第２号に規定する警防活動をいう。）がおおむね終息するまでは情

報収集及び火災状況の記録を主眼に行い、警防活動終息後は、り災証明

書発行のための損害状況調査を優先して実施するものとする。

第７章 り災証明

（り災証明）

第43条 消防長は、火災のり災者等からり災証明交付申請書（様式第26号）

により申請があったときは、り災証明書（様式第27号）を交付するもの
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とする。

第８章 雑則

（補則）

第44条 この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、消防長が別に定め

る。

附 則

（施行期日）

１ この訓令は、公表の日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行の日の前日までに、改正前の伊勢市火災原因損害調査

規程の規定によりなされた手続その他の行為は、この訓令の相当規定に

よりなされたものとみなす。
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別表（第 40 条関係）

調査書類の作成基準

備考

１ 第 40 条第１項第１号に該当する火災であっても特異火災等で必要な場合は、同項第２

号又は第３号に係る調査書類を作成することができる。

２ 第 40 条第１項第２号に該当する火災であっても特異火災等で必要な場合は、同項第３

号に係る調査書類を作成することができる。

第 40 条第１項の

該当号数

書類名

１号 ２号 ３号

火災調査報告書 全て作成

火災原因判定書 不要 全て作成

火災出動時におけ

る 見 分 調 書
不要 作成（火災の状況により必要としない場合を除く。）

実 況 見 分 調 書 不要 全て作成

鑑 識 見 分 調 書

鑑 定 結 果 調 書

実 験 結 果 調 書

不要 実施した場合に作成

質 問 調 書 不要 全て作成

付 近 見 取 図

現 場 配 置 図 等
作成（火災の状況により必要としない場合を除く。）

発火点付近復元図 不要 作成（火災の状況により必要としない場合を除く。）

防火管理等調査書 不要 建物火災のうち用途により作成

写 真 貼 付 台 紙 全て作成

損 害 明 細 書 不要 全て作成

死 者 調 査 書

負 傷 者 調 査 書
不要 火災による死者及び負傷者が発生した場合に作成
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様式第１号（第21条関係）

※１ 火災報告取扱要領（第３07表死者の調査表）を参考に番号を記載すること。

※２ 火災報告取扱要領（別表第７ 出火箇所分類表）により番号を記載すること。

※３ 共同住宅の場合は同一の住戸にいた者

死 者 調 査 書

死 者

住 所

氏 名

職 業 年 月 日生 歳 男・女

火 災 種 別
1 建物 2 林野 3 車両 4 船舶 5 航空機

6 その他
爆発

区 分
1 消防吏員 2 消防団員 3 応急消火義務者 4 消防協力者

5 その他の者(自損・その他) 6 30日死者

死者の発生した建物 1 火元棟 2 類焼棟 3 建物外

死者の発生した建

物 の 概 要
・建物用途（ ） ・構造（ ） ・階数（ ）

作 業 中 の 死 亡 1 仕事中 2 仕事外 3 在校中 4 在校外

火 気 取 扱 中
1 喫煙中 2 暖房器具取扱中 3 炊事中 4 その他取扱中 5 不明

6 該当無

死 因
1 一酸化炭素中毒・窒息 2 火傷 3 打撲・骨折等 4 自殺

5 その他 6 不明

起 床 ・ 飲 酒 1 就寝中 2 起床中 3 不明 1 飲酒無 2 飲酒有 3 泥酔 4 不明

傷 病

寝 た き り
1 傷病無 2 傷病有 3 不明 1 寝たきり 2 不明 3 該当無

身 体 不 自 由 者 1 該当無 2 該当有（ 障害） 3 不明

死者の発生した経過

（※１）

出火時死者のいた

場所（※２）

死 者 の 発 生

した場所（※２）

出 火 時 死 者 の

い た 建 物 等 と

同 一 の 建 物 に

い た 者 の 数

・同棟〔共同住宅の場合は同住戸〕（ 人）

・同室等（ 人）

・自宅1人（ １人暮らし 家族別棟 家族留守 ）

出 火 時 死 者

が い た

建 物 の 施 錠

・施錠（ 施錠無 施錠有 不明 ）

出 火 時 同 一

建物等に死者と一

緒にいた者の氏名

及び生年月日（本

人は除く。）（※３）

・氏名 年 月 日生 ・氏名 年 月 日生

・氏名 年 月 日生 ・氏名 年 月 日生

・氏名 年 月 日生 ・氏名 年 月 日生
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様式第２号（第21条関係）

負 傷 者 調 査 書

負 傷 者

住 所

氏 名

職 業 年 月 日 生 歳 男・女

区 分
1 消防吏員

4 消防協力者

2 消防団員 3 応急消火義務者

5 その他の者（自損・その他）

負 傷 程 度 1 重症 2 中等症 3 軽症

負 傷 者 の

避 難 方 法

1 自力避難（ｱ 施設 ｲ 器具 ｳ その他）

2 消防隊による救助 3 避難の必要なし 4 その他

負 傷 者 の

受 傷 原 因

・受傷原因の区分

（1 火炎にあおられる、高温の物質に接触 2 煙を吸う 3 飛散物、擦過

4 放射熱 5 飛び降り 6 その他 ）

・受傷時の状況

（1 消火中 2 避難中 3 就寝中 4 作業中 5 その他）
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様式第３号（第 22 条関係）

火災出動時における見分調書

表記の火災について、 として出動し、次のとおり見分した。

年 月 日

所 属

階級・氏名

出 火 場 所

出 火 年 月 日
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様式第４号（第 23 条関係）

実 況 見 分 調 書（ 第 回 ）

表記の火災について、関係者の承諾を得て、次のとおり現場を見分した。

年 月 日

所 属

階級・氏名

日 時 年 月 日
時 分 開 始

時 分 終 了

場所及び物件

立 会 人
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様式第５号（第 24 条、第 32 条関係）

写真貼付台紙

撮 影 日 時
年 月 日 自 時 分

至 時 分

撮 影 場 所

撮 影 者

Ｎｏ.
第 図 点から矢印の方向に撮影したもの

Ｎｏ.
第 図 点から矢印の方向に撮影したもの
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様式第６号（第 25 条関係）

発火点付近復元図

本図は実況見分及び の説明に基づき作成した。
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様式第７号（第 27 条関係）

質 問 調 書（第 回）

住所

氏名

電話番号

年 月 日生 （ 歳）

上記の者に 年 月 日 において

質問したところ、任意に基づき次のとおり供述した。

供述者氏名 （署名）

質問者 所属

階級・氏名
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様式第８号（第 29 条関係）

第 号

年 月 日

様

伊勢市消防長（伊勢市消防署長） 印

火災調査関係事項照会書

年 月 日 時 分頃 で発生した

火災調査のため必要がありますので、下記事項について照会します。

記
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様式第９号（第 30 条関係）

年 月 日

（宛先）伊勢市消防長（伊勢市消防署長）

住所

承諾者 氏名

電話

資 料 提 出 承 諾 書

火災原因調査のため、下記の資料を提出し、鑑識、鑑定等の実施を承諾いたします。

なお、実施後は（ 返却 ・ 処分 ）してください。

記

資料の品名及び数量

※ 受 付 欄 特 記 事 項
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様式第 10 号（第 30条関係）

第 号

年 月 日

様

伊勢市消防長 印

資料提出命令書

年 月 日 時 分頃 で発生した

□ 消防法第 32 条

火災の調査のため必要があるので、 の規定に基づき次のとおり

□ 消防法第 34 条

提出するよう命ずる。

記

１ 命令事項

２ 履行期限

（教示）

１ この命令について不服がある場合には、この命令があったことを知った日の翌日から

起算して３月以内に、伊勢市長に対して審査請求をすることができます。

２ この命令については、上記審査請求のほか、この命令があったことを知った日の翌日

から起算して６月以内に、伊勢市を被告として（訴訟において伊勢市を代表する者は伊

勢市長となります。）、命令の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記審査

請求をした場合には、命令の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６月以内に提起することができます。

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この命令（審査請求をした場合には、その審査

請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求を

することや命令の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由

があるときは、上記期間やこの命令（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすること

や命令の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。
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様式第 11 号（第 30 条関係）

第 号

年 月 日

様

伊勢市消防長 印

報告徴収書

年 月 日 時 分頃 で発生した

□ 消防法第 32 条

火災の調査のため必要があるので、 の規定に基づき次のとおり

□ 消防法第 34 条

文書をもって報告するよう要求する。

記

１ 命令事項

２ 履行期限

（教示）

１ この命令について不服がある場合には、この命令があったことを知った日の翌日から

起算して３月以内に、伊勢市長に対して審査請求をすることができます。

２ この命令については、上記審査請求のほか、この命令があったことを知った日の翌日

から起算して６月以内に、伊勢市を被告として（訴訟において伊勢市を代表する者は伊

勢市長となります。）、命令の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記審査

請求をした場合には、命令の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったこと

を知った日の翌日から起算して６月以内に提起することができます。

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この命令（審査請求をした場合には、その審査

請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求を

することや命令の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由

があるときは、上記期間やこの命令（審査請求をした場合には、その審査請求に対する

裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすること

や命令の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。
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様式第 12 号（第 31 条関係）

第 号

年 月 日

様

伊勢市消防長（伊勢市消防署長） 印

資 料 保 管 書

下記の火災につき、資料を保管したので、本書を交付いたします。

なお、資料返却時には本書を持参してください。

記

出 火 年 月 日 年 月 日

出 火 場 所

建 物 名 称 等

保

管

品

付与番号 資料の品名 数量

No.

No.

No.

資料については、火災原因調査のため分解することがあります。

なお、調査実施後は 返却 ・ 処分 します。

処分承諾者

返

却

返却年月日 年 月 日

受領者氏名（署名） 承諾者との関係

問い合わせ先

所 属：

担 当 者：

電話番号：

特 記 事 項
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様式第 13 号（第 31 条関係）

保 管 品 台 帳

火 災 番 号

出 火 年 月 日 年 月 日

出 火 場 所

承 諾 者

住所

氏名

電話番号

付 与 番 号 資料の品名 数量

No.

No.

No.

提 出 年 月 日 年 月 日 保管品の処理 返却 ・ 処分

返 却 年 月 日 年 月 日
取扱者

所属・階級・氏名

受 領 者 氏 名 承諾者との関係

経 過

備 考
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様式第 14 号（第 32 条関係）

鑑 識 見 分 調 書（ 第 回 ）

表記の火災について、関係者の承諾を得て、次のとおり鑑識物件を見分した。

年 月 日

所 属

階級・氏名

日 時 年 月 日
時 分 開 始

時 分 終 了

場所及び物件

立 会 人
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様式第 15 号（第 32 条関係）

鑑 定 結 果 調 書

年 月 日

所 属

階級・氏名

年 月 日 において発生した火災に関し、

提出された資料を（鑑定・鑑定依頼）した結果は、下記のとおりであった。

記

資 料

目 的

使 用 機 器

又は依頼機関

実 施 日

又 は 依 頼 日
年 月 日

添 付 書 類

結 果

考 察
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様式第 16 号（第 32条関係）

実 験 結 果 調 書

年 月 日

所 属

階級・氏名

年 月 日 において発生した火災に関し、

原因究明のために実施した実験の結果は、下記のとおりであった。

記

資 料

目 的

方 法 ・ 設 定

測 定 機 器

日 時
年 月 日 時 分 開始

年 月 日 時 分 終了

場 所

気 象 天気： ／風向： ／風速： ／気温： ／相対湿度：

火災時の気象 天気： ／風向： ／風速： ／気温： ／相対湿度：

添 付 書 類

１ 経過

２ 結果

３ 考察
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様式第 17 号（第 32 条関係）

第 号

年 月 日

様

伊勢市消防長（伊勢市消防署長） 印

鑑識等依頼書

火災調査のために必要がありますので、下記事項について、鑑識・鑑定・試験を

依頼します。

記

件 名

出 火 日 時

出 火 場 所

鑑 識 物 件 等

採 取 日

問い合わせ先

鑑 識 依 頼

目 的 事 項

添 付 書 類

備 考
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様式第 18 号（第 33 条関係）

火 災 原 因 判 定 書

表記の火災について、次のとおり原因を判定した。

年 月 日

所 属

階級・氏名

出 火 場 所

出 火 年 月 日 年 月 日（ ） 時 分 頃
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様式第19号（第33条、第39条関係） （表面）

年 月 日

年 月 日

時 分

1 2 3 年 月 日

4 5 6 時 分

1 2 年 月 日

3 4 時 分

5 6

7 8 年 月 日

9 時 分

階

階

延べ
面積

㎡ ㎡

火　災　調　査　報　告　書

伊勢市消防長　様 所　　　属

火災番号 階級・氏名                               　印

建物 林野 車両

船舶 航空機 その他

火災報知専用電話
（固定電話ＮＴＴ加入除く。）

火災報知専用電話
（固定電話ＮＴＴ加入）

火災報知専用電話
（携帯電話）

加入電話（固定電話）

加入電話（携帯電話） 警察電話

駆け付け通報 事後聞知

その他（　　　　）

用途地域

防火地域

焼損
表面積

少量危険物
指定可燃物

出火日時 年 月 日 （　） 時 分 頃 覚 知

火災種別 爆発 指 令

覚知方法

鎮 圧

鎮 火

出火
場所

事
業
所

業
態

用
途

令
別表
区分

氏名 職業
火元
区分

1 占有者

2 管理者

年 月 日 歳 3 所有者

住
　
所

焼損
程度

1 全　焼 2 半　焼

3 部分焼 4 ぼ　や

建
物
名
称

構
　
造

1 木　造 2 防火造

階
　
数

地 上

3 準耐火（　　） 4 耐火造

地 下
5 その他 （　　　　　　）　　　

建築
面積

㎡
焼損

床面積
㎡

建物以外の焼損状況  

林野、車両等
の焼損状況及
び類焼建物の

焼損状況

火
　
　
　
　
元
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（裏面）

m

備
考

初期
消火器具

最寄の消防機関からの
距離（直線距離ｍ）

区分 消防署 消防団

放水開始時刻  月  　日　　　　 時  　分 月　　日　　　　時　　分

放水したポンプ台数 　 　台 　　台

主として使用した水利

出動延人員 　  　名 　　名

天　気 気温 ℃ 火災警報 １ 有 ２ 無

風　向 積雪 cm

風　速 m／ｓ 相対湿度 ％

（火災概要）

（原因の概要）

（発見・通報・初期消火の状況）

焼損棟数
り災
程度 り災世帯 り災人員 損害額（千円）

建物

収容物

半焼 　　　　 棟 半損 　　　 世帯 　　　　 名 林野

部分焼 　　　　 棟 小損 　　　 世帯 　　　　 名 車両船舶等

ぼや 　　　　 棟 その他

計 　　　　 棟 計

その他の者

自損 その他

死者

負傷者

活
　
動

気
　
象 気象注意報等

出
火
箇
所

発
火
源

経
過

着
火
物

出
火
原
因

全焼 　　　　 棟 全損 　　　 世帯 　　　　 名
建
物

計 　　　 世帯 　　　　 名

死
傷
者

区分 消防吏員 消防団員
応急消火
義務者

消防協力者 計

原
　
　
　
　
　
因

り
災
状
況

（
火
元
含
む
。

）
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様式第20号（第34条関係）

備考

１ ①～⑥については、消防法施行令別表第１に掲げる防火対象物から出火した火災の場合に記載すること。

２ ⑦及び⑧については、専用住宅、共同住宅の住戸部分及び併用住宅の住宅部分から出火した火災の場合に

記載すること。

防 火 管 理 等 調 査 書

① 建 物 名 称

②
用 途 別

（ 項 ）

③ 防 火 管 理 者 1 選任 2 未選任 3 一部未選任 4 義務なし
消防

計画
1 有 2 無

④ 防 炎 物 品
1 義務あり（ 未使用 一部使用 全部使用 不明 ）

2 義務なし（ 一部使用 全部使用 ）

⑤
消 防 用 設 備 の

設 置 状 況

1 消火器具 2 屋内消火栓設備 3 屋外消火栓設備

4 スプリンクラー設備 5 水噴霧等 6 動力消防ポンプ設備

7 自動火災報知設備 8 漏電火災警報器

9 非常警報器具・非常警報設備 10 避難器具 11 誘導灯・誘導標識

12 消防用水 13 連結送水管 14 排煙設備 15 連結散水設備

16 非常コンセント設備 17 無線通信補助設備

⑥

消 防 用 設 備

及 び 特 殊 消 防

用 設 備 等 の

出火箇所付近で

の 使 用 状 況

又は不使用、不

奏 功 の 理 由

と 作 動 状 況

⑦ 住 宅 防 火 対 策

1 住宅用消火器 2 住宅用スプリンクラー設備 3 簡易消火具

4 住宅用自動消火装置 5 住宅用火災警報器

6 住宅用自動火災報知設備

⑧
住 宅 用

火 災 警 報 器

1 設置有（ 作動有 作動無 作動不明 ）

2 設置無

3 設置不明
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様式第 21 号（第 36 条関係）

年 月 日

（宛先）伊勢市消防長（伊勢市消防署長）

住所

届出者 氏名

電話

不動産り災損害届出書

１

り 災 年 月 日 年 月 日 時 分頃

り 災 場 所

り災物件と届出者との関係 所有者 ・ 管理者 ・ 占有者 ・ その他（ ）

２

建 築 ・ 購 入 年 月 建築・購入時価格

（土地代を除く。）3.3 ㎡（坪）当たりの金額

推定 ・ 記録 ・ 記憶 ・ 不明

３

建 築 物 り 災 状 況

り災の別 り 災 箇 所

焼き損害

消火損害

４

り 災 前 の 建 築 詳 細

建物の用途 構造 屋根 外壁 階数 延べ面積（㎡）

住 宅

居 住 世 帯 数 世帯 居 住 人 員 人

５

取 得 後 の 経 過

修 理 年 月 修繕・改築した箇所及び概要 要した費用（円）

年 月

増 改 築 年 月 増改築した箇所及び概要 要した費用（円）

年 月

６

建物・収容物以外のり災状況（門・塀、庭木等）

り 災 の 別 り 災 物 件 名 数 量 又 は 面 積 経 過 年 数

７

火 災 保 険 の 契 約

契 約 会 社 名 契 約 年 月 保 険 金 額
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様式第 22 号（第 36 条関係）

年 月 日

（宛先）伊勢市消防長（伊勢市消防署長）

住所

届出者 氏名

電話

動産り災損害届出書

１

り 災 年 月 日 年 月 日 時 分頃

り 災 場 所

り災物件と届出者との関係 所有者 ・ 管理者 ・ 占有者 ・ その他（ ）

２

火

災

保

険

契 約 会 社 名 契 約 年 月 保険金額（万円）

３

り 災 物 件

り 災 の 別 品 名 数 量 購 入 金 額（円） 経 過 年 数
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様式第 23 号（第 36 条関係）

年 月 日

（宛先）伊勢市消防長（伊勢市消防署長）

住所

届出者 氏名

電話

車両・船舶・航空機り災損害届出書

１

り 災 年 月 日 年 月 日 時 分頃

り 災 場 所

り災物件と届出者との関係 所有者 ・ 管理者 ・ 占有者 ・ その他（ ）

２

車

両

運 転 者 氏 名 購入年月

用 途 別 購入金額

車 名

車 両 番 号 年 式

焼 損 箇 所 及 び 損 害 額

水 損 箇 所 及 び 損 害 額

そ の 他 損 害

３

船

舶

・

航

空

機

船 長 ・ 機 長 名 船 名 ・ 機 名

用 途 ・ 機 種 購 入 年 月

ト ン 数 ・ 最 大 重 量 購 入 金 額

焼損箇所及び損害額

水 損 箇 所 及 び 損 害 額

そ の 他 損 害

４

積

載

物

焼 損 箇 所 及 び 損 害 額

水 損 箇 所 及 び 損 害 額

そ の 他 損 害

り 災 物 件 と の 関 係 所有者・管理者 氏名

５

火

災

保

険

契 約 会 社 名 契 約 年 月 保 険 金 額 （ 万 円 ）
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様式第24号（第37条関係）

損 害 明 細 書

年 月 日

所 属

階級・氏名

本件火災について、本職が損害の調査をしたところ次のとおりである。

区分 火元 類焼 類焼 計

責

任

者

所 有 者 氏 名

管 理 者 氏 名

占 有 者 氏 名

用 途 別

構 造 様 式

棟 数 棟

延

べ

面

積

㎡

階（～ 階）

階（～ 階）

階（～ 階）

計

焼

損

床

面

積

㎡

階（～ 階）

階（～ 階）

階（～ 階）

計 ㎡

焼損表面積㎡ ㎡

焼 損 程 度

り

災

世 帯 数 世帯

人 員 人

り 災 程 度

死 者 人

負 傷 者 人

損

害

額

円

建

築

物

焼 き 損 害

消 火 損 害

その他損害

計 円

収

容

物

焼 き 損 害

消 火 損 害

その他損害

計 円

林 野 円

車 両 円

船舶・航空機 円

そ の 他 円

合 計 円 円 円 円
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様式第25号（第38条関係）

火 災 調 査 概 要 報 告 書

年 月 日 時

・ ・

・ ）

出火日時 分頃 火災番号

火災種別 　建 物 ： 林 野 ： 車 両 ： 船 舶 ： 航 空 機 ： そ の 他 爆発

損 害

受話者 死  傷  者 死 者 名 負傷者 名

気象注意報等

住　所 消　　　防　　　署 消　防　団

氏　名 男性　・　女性 団長

職　業 　年 月　　日 生 　歳 副団長

住　所 　 副団長

氏　名 男性　・　女性 西 台 　名

職　業 　年 月　　日 生 　歳 分団

住　所 台 　名

氏　名 男性　・　女性 二見 分団

職　業 年 月　　日 生  歳 台 　名

分団

玉城 台 　名

度会 分団

台 名 台 名 台 名 台 　名

計 台 名 台 　名

消防署の放水 有 無 消防団の放水 有 無

初期消火 有 無 （主として使用した器具

住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職業

氏名　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日生　　　　歳　　男 ・ 女　　

損害

住宅用火災警報器

覚知方法
火災報知専用電話（ＮＴＴ加入電話を除く。 ・ ＮＴＴ加入電話 ・ 携帯電話）　　　　　　　
加入電話（固定電話 ・ 携帯電話） ・ 警察電話 ・ 駆け付け通報 ・ 事後聞知 ・ その他

覚知時刻 月 日 時 分 指令時刻 月 日 時 分

鎮圧時刻 月 日 時 分 鎮火時刻 月 日 時 分

出火原因

気　　象

天　気 風　向 風　速 気　温 相対湿度 火災警報

出火場所
ｍ/Ｓ ℃ ％ 

火元者
本
　
署

火災発見者

出 場 車 両　　　
及 び 人 員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

御薗

火災通報者

小俣

備　　考

初期消火実施者

調  査  員

火元以外の焼
損及び 

損害状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

火元の焼損
及び

損害状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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様式第26号（第43条関係）

年 月 日

（宛先）伊勢市消防長

住所

申請者 氏名

電話

り災証明交付申請書

下記物件が火災により、り災しましたので、り災証明書の交付を申請します。

り 災 年 月 日 年 月 日 時 分頃

り 災 場 所

り 災 物 件

り 災 者 住 所

又 は 所 在 地

り災物件との関係 所有者 管理者 占有者 その他（ ）

証明書使用目的

必 要 な 部 数 通

※ 受 付 欄 受領者署名欄

年 月 日

り災証明書 通について確かに受領し

ました。
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様式第27号（第43条関係）

り 災 証 明 書

り 災 者 氏 名 及 び

住 所 又 は 所 在 地

住所（所在地）

氏名

り 災 年 月 日 年 月 日 時 分 頃

り 災 場 所

り災物件及び程度

上記のとおり相違ないことを証明する。

年 月 日

伊勢市消防長 印
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伊勢市告示第８号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市福祉健康センターの指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢市

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年伊勢

市条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市御薗町長屋 2767 番地

社会福祉法人伊勢市社会福祉協議会

会長 宮崎 吉博

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和４年３月 31 日まで
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伊勢市告示第９号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市ハートプラザみそのの指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢

市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年伊

勢市条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市御薗町長屋 2767 番地

社会福祉法人伊勢市社会福祉協議会

会長 宮崎 吉博

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 10 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市児童館の指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢市公の施設に

係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年伊勢市条例第 59

号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 施設の名称及び指定管理者となる団体

(1) 名称 伊勢市小俣児童館

団体 伊勢市御薗町長屋 2767 番地

社会福祉法人伊勢市社会福祉協議会

会長 宮崎 吉博

(2) 名称 伊勢市明野児童館

団体 伊勢市小俣町新村 558 番地 31

社会福祉法人宮山

理事長 中村 博光

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 11 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市放課後児童健全育成施設の指定管理者を次のとおり指定したので、

伊勢市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年

伊勢市条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 施設の名称及び指定管理者となる団体

(1) 名称 伊勢市二見こども未来クラブ

団体 東京都調布市調布ケ丘３丁目６番地３

シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社

代表取締役 関口 昌太朗

(2) 名称 伊勢市御薗こどもプラザ

団体 東京都調布市調布ケ丘３丁目６番地３

シダックス大新東ヒューマンサービス株式会社

代表取締役 関口 昌太朗

２ 指定の期間

(1) 伊勢市二見こども未来クラブ

令和３年４月１日から令和５年３月 31 日まで

(2) 伊勢市御薗こどもプラザ

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 12 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市おひさま児童園の指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢市公

の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年伊勢市

条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市神田久志本町 1718 番地 16

特定非営利活動法人南勢子どもの発達支援センターえがお

理事長 金子 直由

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 13 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市みなとふれあいセンターの指定管理者を次のとおり指定したので、

伊勢市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年

伊勢市条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市御薗町長屋 2767 番地

社会福祉法人伊勢市社会福祉協議会

会長 宮崎 吉博

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 14 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市二見健康管理増進センターの指定管理者を次のとおり指定したので、

伊勢市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17

年伊勢市条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市二見町松下 537 番地１

二見町松下区

区長 大西 正紀

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和７年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 15 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市地区コミュニティセンターの指定管理者を次のとおり指定したので、

伊勢市公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年

伊勢市条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 施設の名称及び指定管理者となる団体

(1) 名称 三津コミュニティセンター

団体 伊勢市二見町三津 301 番地

三津区自治会

区長 三浦 徹

(2) 名称 江コミュニティセンター

団体 伊勢市二見町江 683 番地２

江区自治会

区長 増田 憲一

(3) 名称 西コミュニティセンター

団体 伊勢市二見町西 866 番地

西区自治会

区長 北村 幸久

(4) 名称 光の街コミュニティセンター

団体 伊勢市二見町光の街 1019 番地４

光の街区自治会

区長 濱條 幸久
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２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和７年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 16 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市矢持会館の指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢市公の施設

に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年伊勢市条例第

59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市矢持町下村 451 番地

伊勢市矢持町下村区

区長 玉木 正紀

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 17 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市朝熊ふれあい会館の指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢市

公の施設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年伊勢

市条例第 59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市朝熊町 1188 番地

朝熊町自治会

区長 羽柴 忠生

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 18 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市神社海の駅の指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢市公の施

設に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 伊勢市条例第

59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市神社港 60 番地

特定非営利活動法人神社みなとまち再生グループ

理事長 中村 清

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和６年３月 31 日まで
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伊勢市告示第 19 号

地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 244 条の２第３項の規定により、

伊勢市中村会館の指定管理者を次のとおり指定したので、伊勢市公の施設

に係る指定管理者の指定の手続等に関する条例（平成 17 年伊勢市条例第

59 号）第８条第２項の規定により告示します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

１ 指定管理者となる団体

伊勢市中村町 893 番地

中村町自治会

会長 今村 実

２ 指定の期間

令和３年４月１日から令和８年３月 31 日まで
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伊勢市教育委員会告示第１号

伊勢市教育委員会会議を次のとおり招集します。

令和３年１月 18 日

伊勢市教育委員会

教育長 北 村 陽

記

１ 日 時 令和３年１月 25 日（月）午後７時 00 分

２ 場 所 伊勢市教育委員会（小俣総合支所）３階 大研修室

３ 会議に付する事件

議案第１号 令和３年度学校業務員、給食調理士及び幼稚園教諭の人事異

動方針について

議案第２号 伊勢市教育委員会の職務権限の特例に対する意見聴取につい

て

議案第３号 奨学生の決定について
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伊勢市上下水道事業告示第２号

伊勢市下水道排水設備指定工事店規程（平成 17 年上下水道事業管理規程

第２号）第 10 条第１項の規定により、伊勢市下水道排水設備指定工事店の

指定を次のとおり取り消しましたので、同規程第 13 条第１項の規定により

告示します。

令和３年１月 19 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

指定

番号
工事店名 所 在 地 指定取消し年月日

46
Ｄｏ Ｈｏｕ

ｓｅⅡ

度会郡南伊勢町船越

1588 番地
令和３年１月 15 日
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伊勢市公告第５号

都市公園の供用開始について

都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）第２条の２の規定により、次のよ

うに都市公園の供用を開始します。

令和３年１月 18 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

供用開始の期日 令和３年１月 18 日

供用開始の都市公園を表示した図面を縦覧する場所及び期間

縦覧する場所 伊勢市都市整備部維持課

縦覧する期間 公告の日から２週間

名 称 位 置 区 域(㎡)

明野第三西部公園 伊勢市小俣町明野 1493 番 11 243
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伊勢市公告第６号

公 示 送 達

下記の者の差押調書（謄本）、配当計算書（謄本）及び充当通知書は、住

所、居所等が不明のため送達することができないので、地方税法（昭和 25

年法律第 226 号）第 20 条の２の規定により公示送達をします。

なお、当該書類は、総務部収納推進課に保管してありますから、来庁の

うえ、受領してください。

令和３年１月 20 日

伊勢市長 鈴 木 健 一

記

公示送達を受けるべき者の氏名及び住所

氏 名 住 所

省略 省略
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